













































































































































































































































































































































































































































































































甲が認知 して もら った丙は Hと結婚し
て， IさんとJさんを授かっています。 Bと
Aは，丙さんと親し くしていましたので交

























































































































































































































































































































































































































































努めたとの事実は認められない。 また， B 
と被相続人との間には密接な精神的事物質的
交渉があったことがうかがえるが，申立人が
出生してから被相続人が死亡するまでの期間
における両者の関係についてみれば，親しい
親族としての関係を超える関係にあったとま
では評価することができない。
しかしながら， 一件記録によると，申立人
のみならず被相続入も， Bを姉と， 申立人を
甥と，思い込んでおり，かかる認識を前提とし
て，自身の死後については申立人に託したい
との強い意思を有していたことが推認される。
そうである以上，被相続人の相続財産の少な
くとも一部を申立人に分与することが， 被相
続人の意d思に沿うものということができる。
以上を総合すると，申立人には，被相続人と
の聞に特別の縁故があったものと認めること
ができる。
(2) しかしながら，上記のとおり，両者間の特
別縁故性の主たる根拠は， 被相続人の親族
関係に関する誤った認識に基づく意思にとど
まり，被相続人の生前における両者の精神
的，物質的交渉の程度が，生計を同じくして
いた者や療養看護に努めた者との関係に準ず
る程度に至っていたとまでは認め難い。 そ
うである以上，専ら被相続人の意思を根拠と
して被相続人の相続財産の全部を申立人に分
与することは相当でないものといわざるを得
ず，申立人が被相続人の死後に様々な事務を
処理したことなどを特に考慮しでも，申立人
に対しては， その約4分のlである 1500万
円の限度でこれを分与するのが相当である。」
五特別縁故者の認定における「被相続人の意思J
と相当性
(1）審判例の事実関係の特殊性は， ①被相続
人と申立人とが相互に相続関係があることを
信じて疑わなかったこと， ②被相続人には申
立人に相続財産を承継させる明確な意思があ
ったこと，③申立人は， 生計を同じくしてい
ないし，療養看護にも勤めていないこと，の
三点にある。
(2) このような特徴を持つ事実関係に対して，
裁判所は相続財産管理人と同様な判断の構造
を示した。両者は，生計を同じくしている者，
あるいは療養看護に努めた者という民法958
条の3の規定にあてはまるかどうかを最優先
の判断基準として用い，本件事実関係はこれ
に当てはまらないので，第一義的には特別縁
故者性は希薄であると判断している。その上
で申立人と被相続人との聞には相互に相続関
係にあったことの認識があり，また被相続人
には申立人に対し相続財産を承継させる意思
があったので少なくとも相続財産の一部を申
立人に分与すること相当であるとしている。
すなわち，被相続人の意思は中心的な意味
をもたず二義的に相当性の判断として考慮さ
れるに過ぎないとしているのである。また，
裁判所は，誤った認識に基づいて相続関係が
あるとの認識に至ったが故に相続財産を分与
するとの意図が生まれたとしている。
(3) しかしながら，相続関係があるとの認識が
財産分与の意識を もたらしたかど うかは不明
であり，家族的親交の過去の事実からみれば
相続関係がないとの認識があったとしても相
続人のいない被相続人には申立人への分与の
意思が存在しえたということもできる。
(4) それはともかく，被相続人と申立人との間
に観念的な相続的共同性の意識があったこと
を過小評価することはできない。
(5）加えて，被相続人にはその動機を問うまで
もなく現実には申立人に相続財産を承継させ
るという明確な意思があったのであるから，
36 特別縁故者と被相続人の意思
相続財産の分与を 10分の lあるいは4分の
lに裁量的に減少させる根拠はないと考えら
オ1る。
(6) 文言を手がかりとして文言に沿って判断す
るのは実務家の職責であると言えなくもない
が，制度趣旨の根本に立ち返って考えるなら
ば「その他被相続人と特別な縁故のあった
者」は，「生計を同じくしていた者」「被相続
人の療養看護に努めた者」に従属して，これ
ら例示規定からの類推で判断すべきものでは
ない。
(7) 立法過程の議論を振り返ヮてみれば，特別
縁故者の規定は，遺贈の補充規定と理解され
るのであるから，被相続人の意思を一義的に
考慮し，「生計を同じくしていた者」「被相続
人の療養看護に努めた者」はその例示である
とみるべきであろう。
このように考えるならば，特別縁故者の判
断は，その事実関係から見れば被相続人が一
般的に財産を分与したであろうかどうかを基
準になされるべきであり，生計の同一性や療
養看護との比較においてのみ判断されるべき
ものではない。
(8) なお，立法過程においては，戦前の選定相
続人制度の復活への危倶をもって相続的承継
と考えることへの批判もあったが，相続人不
存在の場合に，国庫に先立って被相続人の死
を契機にどのように財産を分与させるかの問
題としてみれば，権利性やその性質論を検討
する必要はあるにしても，新たな相続人を作
り上げるとの批判から相続との類似性を議論
することを拒否する見解には合理性がないと
考える。この観点からすれば，今回の改正に
おける相続人以外の者への「寄与分」の分与
も同様の問題として判断することができるで
あろう。
